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はじめに
拙稿はトヨタ自動車という 1つの企業の人
材育成のあり方､ 特に企業内教育訓練施設(1)
であるトヨタ工業学園の施設・教育内容の考
察を通じて､ 企業の論理の特色を明らかにす
るものである｡ 周知のようにトヨタ自動車は､
ここ数年には､ 世界における生産・販売台数
は 1000 万台に達することが確実視されてい
る｡ これまで世界最大の自動車メーカーであっ
たGMを 2007 年には追い抜き､ 世界№ 1 の
自動車生産メーカーになった｡ 2007 年 3 月
期決算における日野自動車､ ダイハツ工業を
含む連結売上高は､ 24 兆円である(2)｡ 同期の
決算の連結純利益の金額は 2 兆 2500 億円で
ある｡ この時点ではトヨタ自動車は GM を
抜いて世界 1の自動車メーカーになった｡ 26
の国と地域に海外生産拠点をもち､ 170 以上
の国と地域で販売している｡ トヨタ自動車は
今や名実ともに世界№ 1 の自動車製造メー
カーになろうとしている｡
我が国の自動車産業は､ 戦前はもちろんの
こと戦後のある時期までは､ 幼児産業として
位置づけられ､ 高度成長の前半までは政府の
手厚い保護のもとにおかれていた｡ それが高
度成長の後半からその後の低成長・安定成長
を経る中で､ 我が国でも最大の基幹産業にま
で成長し､ アメリカのビッグ 3を凌駕するま
でになった｡ その牽引役を果たした企業こそ､
トヨタ自動車であった｡
だがこの企業も創業当初から順風であった
わけではない｡ 1950 年には歴史に名を残す
大争議にも直面し､ 存亡の危機に遭ったとき
もあった｡ そもそも自動車産業自身が高度経
済成長期までは幼児産業として政府によって
保護された産業の 1つでもあった｡ そのトヨ
タ自動車の本社は愛知県の県都名古屋から東
方にほぼ 30 キロ圏､ 自動車あるいは公共交
通機関で 1時間ほどの豊田市に立地している｡
豊田市の本社の周りには 12 カ所のトヨタ自
動車の工場が立地しており､ 主たる輸送手段
である道路も整備されており､ ロケーション
としては大変便利な位置にある｡ 当時は大変
不便な場所だと非難されたが､ そのこともあっ
て豊田市・西三河に部品の供給をしている関
連企業が集中立地している｡ これはこの地を
拠点においた企業戦略であるが､ 結果として
他のメーカーや製造業と比べてもより大きな
優位性を持つことになった｡
我々はよく ｢トヨタシステム｣ という言葉
を耳にする｡ この言葉の本質とは､ ジャスト・
イン・タイムに代表されるように､ 生産工程
から販売・メンテナンスにいたる過程がいか
に効率的でムダが省かれているかということ
であった｡ 確かにトヨタシステムからすれば､
｢在庫｣ が日常的にあることは､ もっとも目
につくムダがあるということになる｡ トヨタ
に限らず我が国の自動車製造メーカーの生産
工程では多品種生産が主流になっているが､
それは大量生産方式での単能工中心の生産工
程には限界があり､ その ｢カイゼン｣ の結果
として､ 生産現場における多品種少量生産を
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可能とした ｢多能工化｣ を生み出したことに
なる｡ これはある意味では真実を語っている｡
だがこうした効率的な生産システムに軸足
をおいた考察にこだわることも必要ではある
が､ この効率的で品質も安定したモノづくり
の担い手である ｢人材育成｣ についてもトヨ
タシステムの中に位置づけなければならない｡
トヨタシステムの ｢カイゼン｣ では､ よくい
われる ｢問題を顕在化させること｣ と ｢問題
に直面させること｣ ことこそが必要であり､
そこに関われる人材育成こそがトヨタシステ
ムに問われている｡
人材育成に限らず､ トヨタが何を目指そう
としているかを検証するには､ 絶好の材料が
ある｡ その 1 つが ｢Toyota Way 2001｣
(2001・4) であり､ もう 1つが ｢トヨタ行動
指針｣ (2006・3)(3) である｡ これらの企業理
念は ｢トヨタ基本理念｣ (1992 年制定､ 1997
年改正) にまでさかのぼるのみならず､ 創業
時の ｢豊田綱領｣(1935)や ｢労使宣言｣(1962)
の理念から貫かれているものとみることがで
きよう｡
拙稿ではこれらのことに徹底した検証を加
えるほどの余裕はないが､ これら理念を見る
と､ 時代と社会の変遷の中で､ トヨタ独自の
経営上の信念・価値観・手法がつくられ､ そ
れらを維持・伝承・進化させていくことがグ
ローバリゼーションの進展の中で不可欠であ
るとこの企業は考えているようである｡ この
企業戦略とトヨタの従業員であるというアイ
デンティティこそが企業が求めていることで
ある｡ こうしたグローバル企業トヨタの行方
に強い関心を筆者は抱いている｡
また外から見ると､ 一見過酷でハードな労
働に見えるこの企業の働かせ方が､ 一方では
ある種の充実感を伴うのはそうした事情があ
るのであろう｡ したがってトヨタシステムを
生産面だけにこだわり､ 単に効率的なシステ
ムであるというとらえ方だけでは不十分であ
り､ その担い手である人材がどのように育成
されてきたのかの考察も必要であり､ 生産シ
ステムの外側の ｢教育｣ とも深い関わりがあ
ることを見落としてはならない｡
トヨタ自動車という企業についての調査研
究は､ 書店に山のように積まれているハウツー
本をのぞけば､ 生産システムや人事制度に傾
斜しており､ トヨタシステムを可能にした人
材育成や教育と向き合ったものは限られてい
る｡ 高い生産性や優れた ｢品質｣ (もっとも
これはこの数年のリコールの発覚と期間工の
大量な導入によってその根幹が崩れてきてい
るという指摘もされている｡) を生み出すと
いうことは､ その企業での働き方がそれを可
能にしているのであり､ 従業員が働くことへ
の ｢モティべーション｣ や ｢インセンティブ｣
が機能しているのであろう｡ それでは高い生
産性をなぜ可能にしたか､ そのシステムに耐
えられるとともに､ それを誇りに思う人材育
成を可能にしたものは何かという問題意識に
迫ると､ トヨタが描く ｢人づくり｣ である
｢教育｣ に向けざるをえない｡
拙稿ではこうしたことを可能にしたトヨタ
のめざす労働者像がどのようなものであるか
を探求し､ 人づくりとしての教育がトヨタ自
動車の企業の中と外にどのような影響をあた
えているかを考察しようとするものである｡
もとよりこうした作業は壮大なものであり､
まだその 1歩を踏み出したものにすぎない｡
拙稿では､ トヨタのめざす労働者像と教育の
関わりについて考察するために､ 主に ｢養成
工｣ 育成のために機能してきた企業内職業訓
練機関であるトヨタ工業学園の実態を中心に
まずみることにする｡
1 我が国の現在の教育をめぐる動向とトヨタ
小泉・安倍内閣から福田内閣への移行によ
る揺り戻しがあるとはいえ､ 現在の我が国で
の新自由主義施策としての ｢構造改革｣ は､
聖域を設けず､ あらゆる分野に及ぼうとして
いる｡ 顕著になったのは 1990 年代からの
｢政治改革｣ からはじまり､ 現在では ｢金融
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システム改革｣､ ｢税制改革｣､ ｢歳出改革｣ な
どの現在進行形の動きがあり､ 我が国の社会
構造全般に及んでいる｡ それは小さな政府を
目指す改革 (｢官から民へ｣)､ 国と地方の三
位一体の改革 (｢中央から地方へ｣) へとさら
に拡大しようとしている｡ 当然にもそれらの
改革の矛先は､ 今まではその施策の中心であ
る ｢民営化｣ や ｢市場原理｣ ｢競争原理｣ が
及ばなかった ｢福祉｣ や ｢教育｣ など､ 人々
の生活と密接にかかわる分野においても､ 例
外ではなくなった｡ 年金や医療保険などの社
会保障構造改革や教育改革の論議とともに現
在進行形で様々な新たな施策が導入されつつ
ある｡ このように ｢教育｣ もまた改革の主要
な柱として位置づけられるようになった｡
我が国の現在の教育体系と制度は､ 戦後確
立され現在に至っている｡ 基本は日本国憲法
と教育基本法・学校教育法にもとづいて､ 敗
戦直後に確立されたものものである(4)｡ ｢六
三三四｣ といわれる学校制度の体系は､ 戦後
復興から高度成長にかけて､ ｢機会均等｣ の
拡大により､ めざましい後期中等教育や高等
教育への進学率の増大により､ 教育の大衆化
をもたらした｡ だがそれに伴う問題も一挙に
表面化してきた事実もある｡ それが教育分野
における構造改革､ すなわち教育改革論議が
おきてきた背景でもある｡
しかしながら､ 現在の ｢教育改革｣ の動き
は､ 行き詰まった公教育の学校現場での現象
面にばかり目を奪われて､ それへの危惧をう
まく利用しながら､ 行政サイドからのトップ
ダウン方式の提案がやたらと目についた｡ 東
京都に代表されるような､ 過去の遺産を全否
定するかのような制度改革をともなった大変
動も最近では目にする｡ 近年では全国に ｢中
等一貫教育｣ の導入や義務教育の段階から
｢自己選択｣ を基本とした学校選択の自由化
などの動きもみられる｡ たとえば都内 23 区
の中でのある区では､ 区内の区立小学校を区
民の子弟が行くべき学校を自己選択すること
まで可能になっている｡ 全国統一学力テスト
の結果によって､ 予算配分をおこなうような
ことまでしようとした｡ ただこうした教育施
策は必ずしも順調に進んでいるわけではない
ことも見ておく必要がある(5)｡
現在の ｢教育改革｣ の流れは､ 従来型の
｢戦後教育｣ を一気に吹き飛ばすかのようで
ある｡ 実際に ｢憲法｣ と ｢教育基本法｣ によっ
て培われてきた戦後教育の理念と制度は､ そ
の制度化の開始とともに､ 現在まで様々な分
野から攻撃をかけられてきた｡ それは､ ある
時期までは､ ｢愛国心｣ の推進や ｢悪平等｣
という非難に代表される復古主義的な教育論
が主流であったが､ 現在では階層化と分断を
中心としたスーパーエリートの育成や ｢不効
率｣ への攻撃に代表される ｢新自由主義｣ 的
教育改革が主流になりつつある｡ それは､ 全
国各地でおこなわれている ｢教育特区｣ の創
設でも顕著である｡
筆者自身の解釈では､ 現在の我が国の ｢教
育改革｣､ とりわけ日本国憲法・教育基本法
を変えようという動きは､ むきだしの ｢愛国
心｣ や ｢靖国神社｣ に迎合するような復古主
義的な考えも否定できないが､ むしろグロー
バリゼーションの進展の中で､ 現在の社会環
境によりマッチしたものをめざし､ 戦後教育
の存在が桎梏となりつつあるという財界の要
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図表 1 トヨタウェイのめざすもの
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トヨタの企業理念である ｢知恵と改善｣ と ｢人間
性尊重｣ をベースとした上でトヨタウェイが築か
れている｡
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請を受けたものであるという認識が必要であ
ると考えている｡ 桎梏を取り払って ｢自由化｣
するという意味で､ 筆者は現在の ｢教育改革｣
の動きは､ 新自由主義によるものが主流であ
ると考えている｡
トヨタ自動車のめざす人間像は､ まさにこ
うした現在の新自由主義的教育改革にマッチ
する｡ トヨタのめざす人間像とは､ グローバ
ル化された現代社会の企業に奉仕する人々で
ある｡ これは､ 近年トヨタ自動車が発表した
｢トヨタウエイ 21｣ や ｢トヨタ行動指針｣ な
どのこの企業の理念からみることができる｡
またそこには､ この企業で働くすべての従業
員を対象としたコアをなす理念と､ 企業内の
各階層に求められた理念があることをみてお
かなくてはならない｡
採用後､ ただちに即戦力として生産の担い
手として必要な部分もあれば､ 時間をかけて
将来の企業の担い手として育成する部分まで
様々な担い手が存在する｡ ｢新時代の日本的
経営｣ では､ 労働者を大きく 3つに分類され
ているが､ トヨタ自動車ではそれらをベース
に､ 労働者はさらに細分化され企業内でのそ
のポジションによる役割分担がされている｡
したがって､ この企業では企業に ｢入社｣ す
る前の学校教育の段階での期待は過大なもの
ではなく､ むしろ入社後の人材育成にウエイ
トが置かれている｡ これは何もトヨタに限っ
たものではなく､ 日本の大企業にみられる一
般的な傾向である｡ これが我が国で OJT が
普及する要因でもある｡
ところでこの企業のめざす人間像 (従業員
像) が人材育成の中で主要なものとするなら
ば､ トヨタが設立当初から現在までこの間お
こなってきた企業内訓練施設による企業内教
育の中身を考察すると理解もより容易になる
と考えられる｡ ほかにも､ 労働者のステータ
スにより企業内教育機関も存在するがこれら
についても検証する必要がある(6)｡
さらにトヨタ自動車が関わってきた広義の
企業立学校である ｢豊田工業大学｣ や 2006
年開校された ｢海陽学園中等学校｣ の教育施
策の中身の検討もまた必要となる｡ こうした
トヨタが直接あるいは間接にかかわってきた
｢教育｣ についての検証は当然必要であろう｡
また､ 一見すると企業とは切り離されたよ
うに見える公教育の学校教育についても､ ト
ヨタとの関係を見てみる必要がある｡ たとえ
ば愛知県や西三河地域ではトヨタ自動車や関
連企業が集中立地されており､ 地域社会その
ものがトヨタの影響を受けている｡ 不十分な
社会保障施策を代行する形で企業福祉が役割
を果たしてきたことが､ 地域社会のインフラ
ストラクチャーの整備にも大きな影響をあた
え､ それらが自治体の施策にも影響を与えて
いるのも確かである｡ トヨタ自動車やトヨタ
関連企業が集中立地している地域社会では､
様々な点でトヨタの息がかかっており､ 大な
り小なり影響を受けている｡ したがってこの
地域での公教育もまた直接間接にトヨタの影
響を受けていることになる｡ この検証も又必
要となるが､ これは別の機会としたい｡
こうしたトヨタと関わりのある教育施策や
制度を考察をすると､ 我が国におけるこの過
酷な競争社会における勝ち組と負け組とに分
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図表 2 トヨタの人材形成
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トヨタの人材形成・教育は企業内の様々な階層に
対応したものとして存在している｡
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断され階層化された現代社会の反映そのもの
であることもみることができる｡ 企業の中に
おいても企業の外側においても､ 強固な ｢格
差社会｣ を形成してきている｡ 先にも触れた
1995 年に発表された ｢新時代の日本的経営｣
以降､ 財界は労働者を 3つの類型に分類し､
おのおの役割を果たせばよいという考えが支
配的になった｡ 第 1の類型は長期蓄積能力活
用型グループであり､ いわゆる長期雇用シス
テムを前提とした正規従業員である｡ 第 2の
類型は雇用柔軟型グループである｡ これは､
パートや派遣などの非正規雇用労働者である｡
そして第 3の類型は､ 必ずしも長期雇用にこ
だわらない高度専門能力活用型グループが提
案された｡ 第 2・第 3 の類型の労働者は終身
雇用を前提としてはいない｡ かつて我が国の
経済発展の原動力であったのは､ 1 番目の長
期蓄積能力活用型グループであった｡ しかし､
1990 年代半ば以降は長期雇用にこだわらず
有期雇用の労働者もまた大きな役割をもつよ
うになった｡ 現在のトヨタ自動車では､ こう
した類型化された働き手の役割が区分されて
いるのである｡ 実際にトヨタ自動車における
生産現場では､ 期間従業員の数は 1万人にも
なろうとしている｡ さらに部分的ではあれ､
請負や派遣労働が一般化され､ トヨタ自動車
本体以外のグループ企業では外国人労働者の
雇用も一般的になろうとしている｡ 最近では､
トヨタ関連の 2次下請以下でもベトナム人を
中心とした研修生や実習生を法の規制の範囲
を超えて ｢雇用｣ してきたことで話題を振り
まいてきた｡ トヨタの労使関係もまたこうし
た社会的格差を前提として､ 多種多様な労働
者に役割を果たさせている｡
企業内教育の体系においてもトヨタでは見
事に棲み分けされている｡ ホワイトカラーの
技術者には技術者のスキルアップが図られて
いるし､ 生産関係職にはそれにふさわしい技
能形成の目標があるし､ もちろん期間従業員
にもそれなりの目標はある｡ それらはフラッ
ト化されつつある組織機構の中でもそうであ
る｡ 階層化され分断された社会構造はこの企
業の影響下におかれた地域社会の教育の実相
に迫っていけばより明らかになろう｡
バブルが崩壊した 1990 年代初頭以来､ ト
ヨタ自動車でも人事制度や生産システムを中
心に大きな制度改革が見られるようになった｡
生産現場では決定のスピードアップが図られ､
組織内部の活性化のために､ 伝統的な年功序
列的要素が縮小され､ 組織のフラット化もトッ
プダウンと方式で強力に進められた｡ トヨタ
自動車でのこれまでの職制は､ 自らの部下を
仕事に限らず生活全般で面倒をみながら､ 掌
握する ｢親方タイプ｣ が中心であった｡ しか
し組織構造の改変が進展することにより､ 役
員がフラット化され､ 係長が戦略的に配置さ
れ､ 職場では各ポジュションや各プロジェク
ト単位で､ 目標とすべき方向や到達点を明確
にし､ 職制はそのためのリーダーとして中心
的な位置づけられるようになった｡ これは当
事者からすれば試行錯誤もともないながらの
ものであったが､ ともあれその中でメンバー
全員がともに考えながら協力する組織づくり
になったという｡ これはトヨタシステムの核
心になっている｡
これまで我が国の自動車産業は幾多の困難
な出来事に遭遇したが､ その時々の総意ある
対応によって乗り切ってきた｡ だが 21 世紀
なった現在､ これから先も順風満帆の未来が
あることを保障するものではない｡ とりわけ
トヨタにとって､ 世界一になった瞬間から新
たな局面を迎えざるをえない｡ 何よりも企業
活動がグローバル化し､ 労働力も多様化して
いる｡ その中で自動車産業の本来的な課題で
ある､ 安全問題､ 環境問題､ 燃料問題という
テーマと関わりながら新技術を開発していく
頭脳を養成するとともに企業間競争に勝ち抜
き耐えられる生産現場の人材は今までも必要
であったしこれからも必要であろう｡
トヨタにおいては､ 企業内での生産活動に
携わることが自ら教育を受け､ さらに教育も
おこなっているのであり､ 対象ごとに様々な
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ことがおこなわれている｡ 拙稿で扱うトヨタ
工業学園は､ トヨタ自動車の中では中軸に位
置し､ トヨタシステムの中心的な担い手であ
る､ 主として生産現場における中核的な技能
員を養成することをめざしている｡ この企業
内教育訓練機関の存在が､ トヨタのめざす人
間像の原点になっているのではという視点か
ら､ この教育訓練機関の特色についての考察
をおこなうこととする｡
2 『企業内教育・訓練』 の検証
2－1 トヨタシステムと養成工
戦後日本経済の発展を支えてきた日本企業
の大きな競争力のひとつとして､ 安定した品
質と高い生産性と生産効率が指摘されてきた｡
その代表的なものがトヨタシステムであった｡
20 世紀前半にはフォードシステムに代表さ
れる大量生産システムが確立されたが､ これ
とはまったく正反対の多品種少量生産による
トヨタ生産システムが最近では多方面から肯
定的に紹介されている｡ だがこうした生産シ
ステムの考察も必要だが､ それを可能にした
広義のトヨタシステムを生み出した背景をみ
る必要がある｡
20 世紀前半のアメリカでは工業の急速な
発展がみられた｡ だがこれは必ずしも明確な
ビジョンをもったものではなかった｡ にもか
かわらず企業規模は膨張し､ 明確な方向性も
十分ではなく､ 生産規模だけが拡大していっ
た｡ その結果この時代の多くの企業は､ 企業
組織の内部管理において様々な問題を抱える
ことになった｡ 少なからぬ人々は､ この問題
を解決しない限り､ アメリカ経済とアメリカ
企業の将来は､ 急速な経済成長が頭打ちもし
くは低下するのではと危惧されていた｡
近代経営学の基礎を築いたとされるフレデ
リック・テーラーの著書 ｢科学的管理法｣ は､
資本主義初期の企業経営についての指針に触
れたものであり､ 外からの刺激を与えて労働
に駆り立てようとしたものであった｡ テーラー
ですらこの水準でしかなかったということは､
この時代における体系的な ｢従業員教育｣ は
存在しなかったということである｡ 各企業で
の従業員教育が目的意識的に追求されるのは､
大量生産が定着した 1930 年代になってから
であった｡
我が国の場合､ 戦間期の時代にすでに労働
者を企業につなぎ止めるために､ 長期雇用を
前提とした終身雇用制と年功賃金の原初形態
が確立したとされる｡ この時代の､ 造船や鉄
鋼などの大企業の少なからぬ部分では､ ｢渡
り鳥職工｣ が企業に定着するために処遇を改
善したが､ それとともに企業内福利厚生の充
実も大企業では一般化した｡ そして企業内で
行う従業員教育もその延長上に位置づけられ
た｡ だが我が国では､ 従業員たる労働者の技
能養成を､ 公的な職業教育訓練機関に求める
のではなく､ 新規学卒者から企業内の職業訓
練施設で指導していくというパターンがこの
時期に確立されている｡ それは労働者が企業
につなぎとめられる､ いわば長期雇用を前提
とした職業教育訓練であった｡
こうした様式は､ 当時の基幹産業であった
鉄鋼や造船などの大企業ですでに導入されて
いる｡ したがってこの時期に前近代的な徒弟
制度にとってかわって､ 企業内に基盤を置く
養成工制度がはじまることになった｡ この労
働者の技能養成をどこでおこなうかは､ 国に
よって時代によって違いがあるが､ 我が国の
場合､ 外部での公的機関が中心となった職業
訓練養成機関は十分な発達をみることがなかっ
たが､ その代償として企業内職業訓練施設が
肩代わりをしてきた｡ 我が国の大企業で､ 新
規学卒者を対象とした企業内職業訓練施設と
しての養成工制度が普及したのはこのような
事情からである｡
トヨタ自動車では 1935 年の操業開始以来､
生産された自動車は､ 現在国内外を合わせる
と 1億 3千万台を超えるが､ これは日本の人
口に匹敵する台数になる｡ このような生産を
担ったのは､ トヨタ自動車や関連企業での生
中京企業研究122
産現場で働く労働者であったのはいうまでも
ないが､ その中枢に位置づけられる企業内訓
練施設で指導を受けた ｢養成工｣ 出身の労働
者たちこそ中心的な存在であった｡ トヨタシ
ステムの特徴としてよく指摘されるのは､ そ
の善し悪しは別として､ 徹底して無駄を省く
効率的な生産方式であり､ その ｢DNA｣ を
主要に引き継ぎ､ 牽引する必要性があった｡
戦前の短い時期も含め､ 戦後復興から高度経
済成長の時代を経て､ 価値観が多様化する現
代の社会まで､ ｢養成工｣ 出身の労働者が中
心的な役割をはたしてきた事実を見ておく必
要がある｡ ｢養成工｣ が身につけたものは､
技能面はもとより､ 企業帰属意識と愛社精神
であり､ ｢トヨタマン｣ の原型であった｡ 彼
らは企業内における日々の労働に限らずに､
企業の外側での生活における様々な場面で大
きな役割を果たしてきた｡
現在､ 我が国の大企業において企業内訓練
校を保有する企業は､ 日立製作所・東京電力・
日野自動車・デンソー・トヨタ自動車など限
られたものでしかない｡ これは現在の我が国
の高校進学率が 96％を超える高い水準が維
持されており､ かつてのように企業内訓練校
が優秀な生徒を集めることはとても困難になっ
てきたことの証でもある｡ もちろん一方では､
企業サイドの人材育成のあり方の変化や長期
雇用に必ずしもこだわらない雇用関係が登場
したことも一因であるといえよう｡ また中学
校段階における進路指導での企業内訓練校の
生徒の募集の取り扱いが､ 職業安定所経由の
就職という意識が学校側には根強くある｡ し
かしながら､ 企業内訓練校に入学 (入校) す
る生徒の意識としては､ 周囲にある一般の高
等学校に入学してきたのと同じ意識を持つ者
も多いという｡ またこの学園については玄人
筋からはとても人気があり､ 生徒の中には選
抜されてこの学園に入学してきたという意識
はとても強いものがある｡ トヨタに限らず､
OB の子弟が入学・入社する場合も多いとい
う｡ その意味でも､ 企業内教育の観点からも､
生産現場における労働者の位置づけからも､
また労使関係からの位置づけからも､ トヨタ
自動車の企業内教育訓練機関として､ 技能養
成機関としてのトヨタ工業学園は重要な役割
を果たしている｡
2－2 トヨタ工業学園の歴史と教育訓練
企業内訓練校であるトヨタ工業学園は､
1937 年 (昭和 12 年) に､ 株式会社豊田自働
織機製作所自動車部から分離設立されたトヨ
タ自動車工業株式会社 (現トヨタ自動車株式
会社) により､ その翌年に開校された豊田工
科青年学校にそのルーツがある｡ トヨタ自動
車の創業者である豊田喜一郎は､ 早い時期か
ら ｢日本人の頭と腕で自動車を造る｣ という
壮大な理想をもち､ 国産の自動車製造を手が
けようとした｡ よく知られているように､ 自
動車は多くの部品から成り立っており､ その
製造工程には骨格をなすエンジン部分のシリ
ンダ・ブロックの鋳造､ 歯車などの機械加工
などが必要であり､ 外観の骨組みになるボディー
を完成させるためのプレス・鈑金・溶接・塗
装から､ 組立 (艤装) に至る生産過程におい
て､ 幅広い知識で対応して高度な判断が要請
されるモノづくりの技能が必要となってくる｡
｢モノづくりは人づくり｣ というトヨタの
考えは､ 自動車製造メーカーであるが故の必
然的産物であった｡ 自動車製造そのものが広
範にわたる技能が必要であるために､ 自動車
生産に携わる技能者の育成もまた､ 企業にとっ
て重要な課題となった｡ その目的のためにあ
る時期我が国では､ 多くの製造業の大企業が
企業内訓練校の設立に手がけた実績があった｡
しかしその多くは､ 現在は淘汰され限られた
ものになっている｡
トヨタ自動車の企業内訓練施設であるトヨ
タ工業学園では､ すでに 15,000 人の卒業生
を送り出し､なおかつ現在においても 8,000
名が企業内の各ポジュションでリーダーシッ
プを発揮し､ 生産活動に従事している｡ また､
国内はもとより広く海外でも活躍しており､
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トヨタのモノづくりを支える原動力ともいわ
れる｡ そしてトヨタ工業学園では､ 企業内教
育訓練機関であるからこそ､ ｢こころ｣ ｢技能・
知識｣ ｢からだ｣ の､ 企業サイドからするバ
ランスの取れた人材の育成を目指し､ 公教育
の教育機関である普通高校や専門学校とはか
なり違った教育を行っている｡ ここではそれ
らについて見てみることにする｡
この施設の教育の特色としては､ まず最初
に ｢モノづくりの基礎・基本を現地・現物で
学ぶ｣ ことがあげられる｡ 高等部､ 専門部と
も学園在学中に卒業後の配属先が決められ､
配属職場での応用実習を行うことになる｡ 学
科教育や基礎実習で学んだことが､ トヨタの
各職場でどのように応用されているかを､ 自
分の目で確認・体験することにより､ より実
践的な技能・知識を身に付けることができる
という考えである｡ ｢教育・訓練｣ と生産現
場との結びつきは､ 公教育の職業高校は言う
に及ばず､ 他の企業内教育訓練施設をも又凌
駕するものとなっている｡ 学園での教育訓練
活動がストレートに企業に奉仕し､ 企業に役
立つ人材育成を担っているのである｡
次に､ ｢トヨタのモノづくりの精神を学ぶ｣
ことであるという｡ 卒業生の中には､ 技能五
輪国際大会のメダリストや現代の名工 (卓越
技能者厚生労働大臣表彰) も数多く輩出して
おり､ 各分野の第一人者としてのOBからの
直接指導を受ける機会も多い｡ こうした経験
をしながら技能継承の基礎としてのトヨタの
技能者としての基本姿勢やモノづくりの考え
方が身につくことになるという｡ 身近に優秀
な技能修得者がいれば､ 自ら技能を身につけ
て行くには有利であることは間違いない｡
さらに､ ｢グローバルに活躍できる人材の
育成｣ もあげることができよう｡ 学園生は卒
業後にはグローバル化する企業活動の中で､
国内での活動にとどまらない｡ 彼らがグロー
バルトヨタの一員として活躍するポジション
は､ 全世界へと拡大することになる｡ そのグ
ローバル化に対応できる人材が必要となる｡
そのためには海外生産の担い手として要請さ
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図表 3 トヨタ工業学園の歴史
※トヨタ工業学園の歴史も､ トヨタ自動車という企業の毅漁船略の中で位置づけられ今日まで変遷してきた
といえる｡ トヨタ工業学園HPより編集
1937 年 トヨタ自動車工業株式会社 (現トヨタ自動車) 設立
1938 年 豊田工科青年学校開校 自動車の製造に携わる技能者の育成を開始
1939 年 豊田工科青年学校内に技能者養成所を開設 (生徒は社内選抜で募集)
1951 年 技能者養成令に基づき養成工教育を再開
1953 年 訓練対象を新規中学校卒採用に変更 (3 ヶ年教育確立)
1958 年 職業訓練法による認定事業内職業訓練所として認可を受ける
1962 年 トヨタ技能者養成所に名称変更
1967 年 科学技術学園高等学校と連携教育を開始 (通信制課程機械科を履修)
1970 年 トヨタ工業高等学園に名称変更 採用地区を全国に拡大
1979 年 高体連全日制部会に加盟
1985 年 高野連に加盟
1990 年 専門部 (高等学校卒 1ヶ年教育) を新設 中学校卒 3ヶ年教育を高等部に
1996 年 トヨタ工業技術学園に名称変更
2002 年
トヨタスポーツセンター内の新校舎に移転 (事業所名称：保見研修センター) トヨタ工業学
園に名称変更
2003 年 日経優秀先端事業所賞 ｢ものづくり特別賞｣ 受賞
れる専門的な知識や技能と語学などを通した
異文化・異民族ともコミュニケーション可能
な能力を身に付けた国際人の育成を目指すこ
とも求められる｡ トヨタ工業学園ではこうし
た観点からの人材育成も視野にいれざるを得
ないのである｡
こうした視点に立ってトヨタ工業学園では
以下のような教育がおこなわれている｡
3 トヨタ学園の企業内教育・訓練
1 ) 学科教育
トヨタ工業学園のカリキュラムは､ まず工
業高校機械科と同等の科目と内容を履修し､
その上に企業内訓練校であることから､ 卒業
後のトヨタの各職場で大きな役割を果たすた
めに必要となる一般教養や専門知識も履修さ
せている｡ とりわけ工業の専門知識や技能の
修得に必要となる基礎学力・計算能力の向上､
グローバル化に対応したオーラルコミュニケー
ション能力の向上､ よりよいものを安くタイ
ムリーに造るためのトヨタ生産方式の理解や
改善能力の向上を重視したカリキュラムとし
ている｡ また､ 学科教育に関連した資格取得
にも力を入れているという｡
トヨタ工業学園の学科教育は､ 現象面だけ
見ると､ 公教育の延長に過ぎないようにも見
えるが､ 個別科目のカリキュラムを観察する
と量的な部分はもちろんのこと､ 質的な部分
でも従業員教育のめざすべき目標が貫かれて
いる｡ とりわけカリキュラムにおいては､ 従
業員教育としての企業内教育としては､ 以下
のような点に重点を置いている｡ まず数学や
物理 (力学) の基礎知識の定着と計算能力の
向上を狙いとして､ 独自に ｢工業数理｣ を
1～3 年生で週 2 時間実施している｡ また
｢国際化｣ 対応のために､ 各学年とも週 1 時
間､ 外国人講師による英会話の授業を実施し
ている｡ さらに､ 英語検定取得のための授業
も 1､ 2 年生で週 1 時間程度実施している｡
そしてこの教育訓練施設の ｢神髄｣ は､ 2､ 3
年生で履修する ｢工業管理技術｣ であり､ こ
こでトヨタ生産方式､ QC の手法､ 作業改善
を学ぶことになり､ これがいわゆる ｢学校設
定科目｣ としての独自の科目を設定している｡
またQC (品質管理) については､ 1～3 年
生まで週 1 時間､ QC サークル活動を行って
おり､ 自分たちの身近なテーマを取り上げ､
QC 手法を用いて問題解決の実践を行ってい
る｡ 公教育の工業 (職業) 高校でもQCを学
ぶための教育課程は存在するが､ QC の入口
の部分を学ぶぐらいであり､ こうした企業内
教育には対抗できる水準ではないのはいうま
でもない(7)｡
2 ) 技能教育
トヨタ工業学園が技術よりも技能に軸足を
置いた企業内教育訓練をおこなってきたこと
は今までの考察からもある程度は理解できる｡
この学園の特に高等課程における技能教育は､
3 年間の教育訓練活動を通して､ 自動車や住
宅の製造に関わるモノづくりの技能の基礎・
基本を徹底して身につけさせることを目的と
する｡ 技能の実習は､ 学園 (保見研修センター)
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図表 4 学園生の週別サイクル
学習内容は､ 工業高校の学習内容よりも量的にも質的にも濃いものになっている｡ 実習は
現場と密着したものであり､ これは公教育にはない企業内教育の強みである｡
http://www.toyota.co.jp/company/gakuen/koutou/curriculum/ginou/index.html
1st week 8：30～17：30 学科 昼休みは 12：15～13：15
2nd week 8：30～17：30 実習 学園施設での基礎実習
3rd week 8：30～17：30 学科 昼休みは 12：15～13：15
4th week 6：25～15：05 実習 コース別職場実習 連続二交替に対応
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図表 5 高等部カリキュラム
この教育課程で､ 高等学校卒業のために必要な単位数である 74 単位を履修・修得することになる｡ ただし
実習の部分や各種行事においては数字以上におこなわれていると見ることができる｡ この点では高校卒業条
件の最低基準しかクリアしていないというものの､ 内容的にはかなりの学習や実習を行っており､ 卒業後は
企業の即戦力となっている｡
■ 時間数 単位：H ( ) 内は割合
1年 2年 3年 計
知 識 708 416 254 1,378 (24%)
技 能 260 912 1,064 2,236 (40%)
心 身 832 616 594 2,042 (36%)
計 1,800 1,944 1,912 5,656
■ 単位数
教 科 1年 2年 3年 計
普通科目 国語ⅠA 2 2 4
数学Ⅰ 5 5
物理ⅠA ※ 2 2
化学ⅠA ※ 2 2
世界史A ※ 2 2
日本史A ※ 2 2
現代社会 ※ 2 2
オーラルB 2 2 4
保健※ 1 1 0 2
体育 3 3 2 8
音楽Ⅰ 1 1 選択 2
美術Ⅰ 1 1
書道Ⅰ 1 1
課程基礎 ※ 2 2
計 21 13 3 37
※印の科目は通信教育で履修
教 科 1年 2年 3年 計
専門科目 工業技術基礎 2 2
実習 6 4 10
製図 4 2 6
情報技術基礎 1 1 2
課題研究 3 3
機械工作 2 1 3
機械設計 2 2 4
電気基礎 3 3
工業管理技術 1 1 2
自動車工学 1 1 2
計 11 14 12 37
で行う基礎実習と配属予定職場 (現場) で行
う応用実習がある｡ まず基礎実習で基本的な
技能を身につけ､ それを職場の応用実習で実
際のモノづくりにどのように応用されている
かを体験させ確認するようにしている｡
1年次は､ まず全員共通の基礎実習を行う｡
1 年修了時に､ 本人の適性を踏まえて専攻科
(技能コース) を決定することになる｡ 次に
2 年次からは 9 つの専攻科 (技能コース) に
分かれ(8)､ より専門的な技能を修得すること
になる｡ いわば 1年生での教育課程は､ コア
科目を中心としたものであり､ こうした教育
課程は公教育の工業高校にも見られが､ トヨ
タ工業学園は､ その内容がより企業の求める
ものに近づくことになる｡ (図表 5)
3 ) 心身教育
心身教育もこの施設では重要な役割を果た
している｡ 否企業内施設だからこそ公教育一
般よりも重視しているといえよう｡ 卒業後の
配属職場でリーダーシップを発揮し活躍する
ためには､ 企業の立場からは病気や怪我で休
まない強靭な体と社会人､ 企業人としての良
識が必要なのはいうまでもない｡ この点につ
いては､ 公教育では行えないことを試みてい
る｡ チームワークを大切にしながら何事にも
積極果敢にチャレンジし､ 最後まであきらめ
ずにやり遂げる不屈の精神を涵養させようと
している｡ こうした視点から､ 学園独自の社
会人・企業人教育 (STR)(9) や各種の訓練行
事､ 文化行事を行うとともにクラブ活動も全
員参加で行っている｡
これら訓練行事には､ 合宿オリエンテーショ
ン (1 年生：団体規律訓練､ 追跡ハイク等)､
合宿研修 (2・3年生：団体規律訓練､ グルー
プ討議､ クラス対抗競技)､ 御岳登山 (1 年
生：長野県木曽郡御岳山麓で 4日間の野外訓
練)､ 若狭遠泳 (2 年生：級別水泳訓練､ 遠
泳､ 救助法)､ 完歩大会 (全学年：各班で東
海自然道 約 15km の完歩)､ 冬季マラソン
(全学年：20km のタイムレース) があり通
常の学校レベルでは実現困難なものまで､ 全
学園生が体験することになる｡ これは一般の
工業高校では設定できないであろう｡
この学園でのメインになるのは､ ｢社会人・
企業人教育｣ である｡ 3 年間の学園での生活
で､ 社会人というよりも企業人トヨタマンと
しての基本的生活様式を習得させることを目
的としている｡ 社会人､ 企業人としての基礎・
基本 (基本的生活習慣)､ トヨタの歴史､ 団
体規律訓練や 企業人としての心構え､ 正し
いものの見方・考え方､ そして国際理解やト
ヨタの労使関係を理解させることを目的とし
ている｡ それは将来のトヨタを担うべく人材
のためにコストをかけている分､ 見返りもあ
るのかもしれないが､ 実際に学園卒業生の多
くがトヨタ自動車での生産現場でのリーダー
となっている｡
4 ) 専門部の役割
専門部は高度な専門性を持った技能者の育
成を目的とする｡ トヨタ工業学園は､ 本来は
即戦力としての若年労働力を養成することを
目的としていたため､ 中学校卒業者を対象と
した高等部の運営がメインであった｡ だが近
年のトヨタを取り巻く環境変化の中で､ より
高度な人材育成をめざして､ 高等学校卒業者
を対象として設置された 1年間の企業内教育
のコースが専門部である｡ こうした高校卒業
者を対象とした企業内訓練施設はトヨタ以外
にもみられる｡ 学習内容は工業高等学校や短
大レベルの実践的内容が中心であり､ 即戦力
の養成をめざしている｡ トヨタ工業学園の専
門部のコースは､ カーエレクトロニクスやメ
カトロニクスなど､ 先端技術に対応できるス
ペシャリストの育成を目的としている｡ 学園
卒業後は､ トヨタ自動車の正社員として､ 工
場の設備保全部門､ 生産設備を製作する部門､
車両や電子部品の試作・評価部門など､ 主に
ホワイトカラーとブルーカラーの境界線に位
置するグレーゾーンになる職場に配属されて
いるケースが多い｡
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図表 6 トヨタ工業学園の学校行事
トヨタ工業学園の高等部の学校行事は､ 公教育の高等学校の学校行事と比較してもけっして遜色はない｡ む
しろトヨタ学園の行事の方が､ より中身が濃いものがあり､ 職業科目と結びついたものにおいては､ より企
業の生産活動と結びついたものであるのはいうまでもない｡
1 年 2 年 3 年 専 門 部
共 通
４
月
■導入セミナー ■合宿研修 ■合宿研修 ■導入セミナー
■合宿オリエンテーション 合宿オリエンテーション
■トヨタ博物館見学 ■トヨタ博物館見学
入学式､ 避難訓練､ 新入生歓迎会､
体力テスト
■佐吉記念館見学
５
月
■豊田ウォッチング ■豊田ウォッチング
■共通基礎実習 ■事業内オリエンテーリング
■園内駅伝大会
６
月
■前期中間試験 ■前期中間試験 前期中間試験 ■定期試験
■ボランティア体験
■都市対抗野球応援
７
月
■御岳登山 ■若狭遠泳 ■保護者会 ■職場ウォッチング
■事業内訓練生大会 ■夏祭り
■清掃ボランティア
■夏休み工作教室
８
月
■生活体験発表会 ■定期試験
■夏休み工作教室
９
月
■前期期末試験 ■前期期末試験 前期期末試験 産業技術記念館見学
■全豊田訓練生大会 ■完歩大会 ■他社見学 ■海外ホームステイ

月
■佐吉記念館見学 産業技術記念館見学 ■合宿研修 ■応用実習
■合宿研修 海外ホームステイ 事業内生活体験発表
■合宿研修 ■合宿研修

月
■保護者会 ■保護者会 ■ボランティア体験
■共通基礎実習
■学園祭文化展

月
■後期中間試験 ■後期中間試験 ■英語合宿 ■定期試験
■工場見学
■学園祭 ■事業内駅伝大会
１
月
■冬季マラソン ■技能照査 ■技能照査
■入社前健診 ■職場訪問
２
月
■後期期末試験 ■後期期末試験 社会人セミナー ■卒業研究
■卒業式 ■社会人セミナー
３
月
■実習先配属 ■資格教育
■修了式
専門部の教育の目標には､ 高等部において
も見られたが､ コアの部分とコースによって
分化している｡ 共通部分としては､ ｢人間性
尊重の心と愛社精神を持ち､ 知恵と改善のト
ヨタウェイを身に付け､ 社会生活をする上で
の基本的なルール・マナーおよび何事も最後
までやり抜く体力・精神力を養う｡｣ ことと
される｡
保全系は､ 生産用メカトロ設備の保全およ
び整備要員の育成をめざすが､ 技術系は車載
電子制御装置の試作・実験・機能評価・プロ
グラム作成要員の育成と､ デジタル技術によ
る走行性能､ 品質､ 組立て性のシミュレーショ
ン要員の育成をめざしている｡
以上が､ トヨタ工業学園の教育・訓練内容
の概要である｡
生徒にとってこの学園に入学することは
｢就職内定｣ と ｢高校進学｣ がセットとして
実現することである｡ また毎月の手当 (10
万 5 千円～14 万円､ 別に夏・冬特別手当)
もそれなりの報酬があり､ 身近にある高校に
進学するよりも､ 経済的にははるかに恵まれ
た環境になる｡ いわばこの学園に入学すれば､
公教育の高等学校における特別奨学生に全員
がなることであり､ 大企業トヨタへの将来の
就職も保障されることになる｡ しかも学園生
は､ 全員独身寮に入寮しており､ 生活は支給
される手当で基本的に可能であり､ 実家に毎
月定期的に仕送りしている生徒も少なからず
いるという｡ ということは､ コスト面からは､
企業からすれば一般高卒の採用に比べ､ かな
りの費用を費やしていることになり､ それが
企業の財政負担を増大させ､ 多くの企業が企
業内訓練施設における生徒募集を停止させて
きた大きな理由でもある｡ ただトヨタ自動車
においては､ 学園の卒業生が卒園後も各職場
で積極的な役割を果たしており､ 多くの職場
ではトヨタ学園卒業生への評価は高いものが
ある｡ 生産現場のエリートであるトヨタ学園
出身の社員は､ 早い時期から企業意識を自然
に身につけていくのはこうした背景がある｡
国内経済の空洞化が叫ばれて久しいが､ 企
業の中には､ 製造業の行方は､ 生産の担い手
である人材に依存しており､ 絶えざる ｢改善｣
(徹底したムダの排除) を粘り強く継続する
人材が必要であるという考えが根強い｡ 国の
空洞化をもたらした経済政策についての言及
がないのが不思議であるが､ そうした要請に
応えられる人材育成に企業内訓練施設が一役
かっているのは確かである｡ 人間関係が希薄
になっていく現代社会において､ トヨタ工業
学園という ｢同じ釜の飯｣ を食べた人間同士
の結びつきは､ 多様な労働力 (期間従業員､
派遣､ 応援など) で職場が構成される中で､
従来以上に職場運営を円滑にする潤滑剤の役
割を果たすことを目指しているようにも思え
る｡ 生産現場における多様な人材を管理しつ
つ､ 生産活動も担う愛社精神あふれたトヨタ
マンの育成は､ これからの時代において大き
な役割を果たすであろう｡ またグローバル化
のさらなる進展の中で､ ｢もの造りの基本｣
を身に付けた学園卒業のトヨタマンが､ とり
わけ海外展開するトヨタの企業戦略の中で､
現地工場での海外支援における現場指導に大
きな力と役割を発揮していることも確かであ
る｡ トヨタ工業学園出身の従業員は､ トヨタ
システムの担い手の中で､ もっとも企業意識
を内包し､ 企業のためなら労を惜しまない人
材であり､ こうした階層が早い時期から形成
されている事実を見ておく必要がある｡
もちろんトヨタ工業学園に入学する生徒像
は何も世間のそれとかけ離れたものではない｡
基本的には同じ年代の若者と同じである｡ 彼
らもまた思春期の若者にありがちな､ かっこ
よさに憧れ､ 異性にも関心を持ち､ 出来れば
人生をエンジョイしたいと考えている｡ いわ
ばどこにでもいる若者である｡ しかしそうし
た生徒が､ 3 年間のトヨタウエイの集団生活
の中でもまれることで､ 座学だけでなく､ 学
園でおこなう様々な訓練行事や資格取得を通
じ､ トヨタを支える企業人として必要なチー
ムワークとともに集中力や忍耐力を養い､
企業の論理と人材育成 129
｢努力すれば大抵のことは何でもできる｣ と
いう意識を持てるまでになる｡ これこそが
｢トヨタ人間｣ の形成であった｡ 誤解を恐れ
ず表現するなら､ これは公教育へのアンチテー
ゼとともに反面教師の役割を果たしている｡
トヨタ工業学園という教育訓練施設育成され
た若者が､ 当たり前のトヨタマンとして成長
し､ 当然のごとくトヨタシステムの担い手と
して育っている事実は重要である｡
4 技能連携教育の光と影
前節までは､ トヨタ工業学園の教育・訓練
の内容についてみてきた｡ この人材育成は､
トヨタ自動車という企業内においては､ 量的
にはそれ以上の追求は必要ないであろう｡ し
かし一般社会との関係において､ いわゆる中
学校を新規学卒で教育訓練を受けた来た学園
生の高校卒業という課題をどうするかという
ことが関わってくる｡ トヨタ自動車の場合､
企業立の高校の設置という方法も､ 地域の定
時制高校に通わせる方法もとらず､ 広域通信
制高校と技能連携制度を活用する方法を選択
した｡
我が国において広域通信制高校が出現した
のは高度成長期の日本経済が右肩上がりの時
代であった｡ 高度経済成長期の半ばの 1963
年に､ 財団法人日本科学技術振興財団の援助
により広域通信制高等学校の科学技術学園工
業高等学校 (現科学技術学園高等学校) が設
立されている｡ また同じ時期の 1964 年には､
文部省認可を受け､ 大阪繊維工業高等学校・
通信制課程 ｢普通科｣・｢工業化学科｣ が設置
され､ 1967 年には法人名を大阪繊維学園に
変更された｡ この学校は文部省認可・大阪府
令 1693 号により､ 通信制課程を向陽台高等
学校に名称変更し､ 翌 1968 年からは技能連
携制度が導入されている｡ これらの学校教育
機関は ｢技能連携｣ 制度による企業内訓練校
での実施科目を単位認定することにより､ よ
りスムーズに高等学校卒業の資格を与えよう
とするものであった｡
学校教育法第 45 条の 2 に定められた ｢技
能連携制度｣ では､ 企業内学校や専修学校等
に在籍しながら､ 一方では私立の広域通信制
高校にも入学し､ 3 年間あるいは 4 年間の学
習で 2つの ｢学校｣ の卒業資格を得ることが
できる旨が唱われている｡ 主に普通科目を学
習するのが広域通信制高校であり､ 企業内学
校や専修学校等では専門科目を学習すること
になる｡ この専門科目は､ 学校教育法 45 条
によって､ そのまま高等学校の学習として認
められ､ 単位を取得することが出来ることに
なる｡
これが､ 企業内学校や専修学校等に在籍し
ながら､ 広域通信制高等学校にも入学すると
いうダブルスクールのシステムでの学習であ
る｡ 当事者からすれば､ 2 つの学校が連携す
ることにより､ 学習の二重負担が軽減され､
同じ道をめざす仲間と専門的な知識・技能を
身につけながら､ 学校生活を充実させること
ができるということになる｡
こうした制度の登場と継続を可能にしたの
は､ 我が国がまだ右肩上がりの経済成長に支
えられており､ 日本的労使関係の三種の神器
の役割がまだ大きい時代という社会的事情が
あったからである｡ 高度経済成長期において
は企業もまた発展の一途をたどっており､ 企
業の中には外部機関に従業員教育を依存する
よりも､ 手作りで人材育成をしていく方が魅
力的であるという事実があった｡ 当時におい
てはそれだけ先行投資をできる財的余裕が企
業にはあったということになる｡ 限られた事
例としては､ 企業立の高等学校(10)の実験もい
くつか見られたが､ その多くは淘汰され､ あ
るいは公教育に融合されていった｡ 前述した
企業内訓練施設であるトヨタ工業学園の場合
は､ 広域通信制高等学校である科学技術学園
工業高等学校 (当時) が設立されて以来､ そ
の技能連携校として役割を果たし現在に至っ
ているのはいうまでもない｡ 企業内教育の内
容を公教育の単位として追認してもらえれば
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こんなに安上がりの教育はない(11)｡
もう一方のサイドからは､ 生徒の負担軽減
がある｡ しかし企業内訓練機関での教育課程
と公教育の教育課程を同じ土俵で扱うことが
できるかという疑問にぶち当たる｡ というの
は今までも出てきたが､ 企業の私的な利潤追
求を第一の課題とする企業内訓練機関と普遍
的な人間形成をめざす公教育の理念とはやは
り質的には異なるからである｡ ｢普遍的な｣
人間形成とは､ 特定の立場や特定の利益だけ
ではないということを明らかにしなければな
らない｡
企業内の職業訓練機関でも教科外の様々な
｢教育活動｣ が行われている｡ 企業内教育訓
練機関の当事者は､ その教育内容全体をどこ
までオープンにできるだろうか？ 学校評価
とともに企業評価も最近では語られるように
なった｡ だが､ 公教育の学校評価は第三者に
さらされているが､ 企業への本当の評価は実
際にはなされていない｡ とりわけ企業内教育
の内容は外からは見えないものとなっている｡
企業のコンフィデンス (Confidence) は本
来は開発技術などの企業機密や知的所有権な
どに属することに限定すべきであるが､ 様々
な理由をつけて企業外に情報提供するのを企
業は拒んできた｡ 我が国ではこれまでも企業
の社会的責任から､ 明らかにしなくてはいけ
ないことも同じように秘密裏に扱われ､ 闇か
ら闇の中に埋もれたままのことが多いことを
指摘する有識者は多い｡ 現在公教育の一部の
事例をあげ､ 偏向教育批判をする人々がいる
が､ その人たちがどういう訳か､ これら企業
内教育の ｢偏向｣ を黙認するのはいかがなる
ものだろうか｡
現段階の我が国の企業内教育は､ 当然にも
公教育のめざすすべての人々を対象とする普
遍的なものではなく､ ｢企業社会｣ の担い手
を養成することが第一の課題であるのはいう
までもない｡ そこにこそ､ 企業内教育の存在
基盤があるのである｡ 我が国の大企業の多く
が､ 従業員教育に対しては入社当初から一貫
して体系的におこない､ いわば OJT を基本
としながら､ 働きながら技能を身につけ企業
に奉仕し企業社会を担っていく人材を養成し
ていくのを主眼としてきた｡ したがって従業
員教育としての企業内教育は､ 従業員である
労働者の各階層に対応したものとして成り立っ
ていた｡ これが､ 長く新規学卒者への企業内
教育をどういう形で企業がおこなっていくか
が独自の課題であり､ トヨタをはじめとした
大企業の多くは､ ｢教育｣ の全体を企業で担
うのではなく､ 技能や企業人養成は企業内教
育訓練施設がおこない､ 公教育修了の認定と
いう企業の外側から企業内に向かう入口にな
る部分については技能連携制度と広域通信制
高等学校に依拠するという二本足の施策をお
こなっている｡ 面倒に見えるが､ 企業にとっ
てはこれが好都合であり､ 結果として先行投
資をしても将来的にはコストは十分にはね返っ
てくるものとなっている｡ こうしたものの先
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図表 7 学校教育と企業内教育
これは筆者がまとめたものであり､ あくまでも一般的な傾向に過ぎない｡
学 校 教 育 企 業 内 教 育
目 的
国民の人格形成と国家・社会の形成者の育成 企業の利益に貢献しうる労働力の養成・確保
企業人の育成
対 象 国民一般の子女 企業の従業員
費 用 税ならびに父母負担 企業
期 間 長い (最長 16 年) 短い (最長でも 3年)
教育内容 普遍的一般的 企業の利益と企業に奉仕する内容
駆的な役割をトヨタは果たしている｡
まとめ
拙稿では､ トヨタのめざす人間像を､ 企業
内教育訓練機関であるトヨタ工業学園の実態
をみながら､ 企業の論理と社会の論理を考慮
しながら触れてきた｡ その結果､ 以下のこと
が明らかになった｡
① トヨタ自動車では過去から現在まで､
企業の生産現場のトヨタシステムを担う
中核的な人材を養成するために､ 企業内
教育訓練施設としてのトヨタ工業学園が
重要な役割を果たしてきた｡
② トヨタ工業学園のカリキュラムや学校
行事は､ 公教育のカリキュラム (工業高
校) と比較しても遜色のないものであり､
量的にはそれ以上のものであった｡
③ トヨタ自動車が､ こうした企業内訓練
施設を重視したのは､ 生産現場で企業戦
略を担う中心的な存在としてのトヨタマ
ンの育成を大きな課題としていたのであ
る｡ 優秀なテクノクラートの育成だけで
高品質で高い生産性を確保できるという
考えはとらず､ 多様化する労動力と向き
合い､ 生産現場でのリーダーシップを発
揮できる人材が必要であり､ 現場の目線
で企業に奉仕する人材こそ必要であった｡
したがって､ そのための先行投資は当然
であるという考えが企業にはあった｡
④ 事実､ このトヨタ工業学園の養成工出
身者はトヨタ自動車の歴史の中で重要な
役割を果たしてきた｡ たとえば 50 年争
議の解決においても重要な役割を果たし
てきた｡ 現在も協調主義的労働組合運動
の主要な柱である歴代のトヨタ自動車労
働組合委員長が養成工出身であるのは偶
然ではない｡
⑤ トヨタ工業学園はあくまでも企業内教
育訓練施設であり､ 今日の学歴主義への
対応として一部の企業でみられた企業立
学校への選択はとらずに､ 広域通信制高
校との技能連携制度を活用した｡
以上のような特徴は､ 我が国の大企業の中
では一般的に見られた傾向であったが､ トヨ
タの場合はより顕著であった｡ 今回のサーベ
イは､ 中学校の新規学卒者への対応を中心と
したものであったが､ トヨタ自動車の企業内
の各階層においての従業員教育は､ 様々な視
点から行われているが､ それらの考察につい
ては今後の課題としたい｡
注
 拙稿ではトヨタ自動車の新規学卒者を対象と
した企業内訓練施設であるトヨタ工業学園を､
あえて企業内教育訓練施設とよぶ｡ というのは､
この施設がめざすものが､ 単に従業員のスキル
の上達をめざすだけにとどまらず､ 企業戦略と
して重要な位置を占める人間像を定めてその育
成をも大きな課題としているからである｡ その
点で､ 単なる訓練施設ではないと筆者はとらえ
ているからである｡
 日本経済新聞 2007 年 4 月 27 日
 ｢トヨタ行動指針｣ は 1998 年に策定されてい
るが､ ｢トヨタ基本理念｣ を実践し､ 社会的責任
を果たすために､ トヨタで働く人々の基本的な
心構えをまとめ､ 具体的な留意点を示している｡
2006 年 3 月には､ 新たな法規制や社会の変化を
踏まえ改定している｡ この改定では､ 世界のト
ヨタで働く人々が共有できるために､ ｢会社から
の指示・命令｣ ではなく､ ｢トヨタで働く人々の
自発的な宣言｣ にスタイルを改めている｡
 承知のように教育基本法は改定され､ すでに
関連法案もできあがり様々な点で新たな動きが
見られる｡ とはいえ､ 現在の教育改革の動きに
は､ その正当性になるべき根拠が希薄であり､
すでに先行した施策がほころびをみせているこ
ともあり､ 必ずしもストレートに為政者の思惑
通りにすすんでいるものではない｡
 たとえば東京都足立区のように全国統一学力
テストの結果による予算配分は､ その実行の前
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に学力テスト対策の学校ぐるみの不正が明らか
になったり､ 教育再生会議が福田内閣になり事
実上機能停止になっている｡
 たとえば､ トヨタウェイの海外事業体への推
進することを目的とした社内人材育成組織であ
るトヨタインスティチュートや､ ｢グローバル化
のスピードを上回るスピードで人材規制を推進｣
｢ベストなやり方を世界に同時に展開｣ を目的と
したグローバル生産推進センター (GPC) など
があげられるが､ これらについての検討は別の
機会にしたい｡
 愛知県内の県立工業高校の機械科や自動車科
のカリキュラムの中では生産システム技術のよ
うな科目はあっても､ QC などに特化した科目
は存在しない｡
 専攻科 (技能コース) には次のものがある｡
それらには ①鋳造科 ②塑性加工科 ③機械加工
科 ④精密加工科 ⑤自動車製造科 ⑥自動車整備
科 ⑦木型科 ⑧金属塗装科 ⑨プレハブ建築科
であり､ 工業高校の各学科よりも細分化してお
り､ トヨタ自動車の各工場の生産現場における
職種に対応している｡
 STRは､ Society-member's and Toyot-man's
Rescerch の略であり､ 公教育のカリキュラムで
位置づけ荒れている HR活動をより企業人育成
をめざしたものと解釈すると理解しやすい｡
 限られた事例としては近江兄弟社や石川島播
磨などがあげられるが､ それ以外に広まりは見
られなかった｡ それは企業の論理で学校教育に
参入するには､ あまりにも障壁が高く､ コスト
もかかったからであろう｡ かくして､ 我が国の
多くは公教育にゆだねていくか､ あるいは広域
通信制との技能連携制度で自前の企業内施設を
生かすかであった｡
 技能連携制度は､ 後期中等教育における単位
制の ｢先駆的事例｣ として機能したが､ 今日で
は単位認定のための安売りのサポート校の出現
に道を切り開く結果になった｡ この点について
の論究も別の機会に触れてみたい｡
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